
東京都日の出町
連結

令和7年3月31日 現在
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
　固定資産 47,045,474 　固定負債 15,266,863
　　有形固定資産 43,559,108 　　地方債 7,776,325
　　　事業用資産 23,249,903 　　長期未払金 4
　　　　土地 15,283,833 　　退職手当引当金 1,429,444
　　　　立木竹 - 　　損失補償等引当金 -
　　　　建物 19,710,423 　　その他 6,061,091
　　　　建物減価償却累計額 △ 13,142,827 　流動負債 1,636,888
　　　　工作物 2,633,204 　　１年内償還予定地方債 1,151,983
　　　　工作物減価償却累計額 △ 1,292,284 　　未払金 257,865
　　　　船舶 - 　　未払費用 -
　　　　船舶減価償却累計額 - 　　前受金 2
　　　　浮標等 - 　　前受収益 -
　　　　浮標等減価償却累計額 - 　　賞与等引当金 203,923
　　　　航空機 - 　　預り金 22,517
　　　　航空機減価償却累計額 - 　　その他 598
　　　　その他 927 負債合計 16,903,751
　　　　その他減価償却累計額 △ 735 【純資産の部】
　　　　建設仮勘定 57,361 　固定資産等形成分 50,577,178
　　　インフラ資産 19,513,597 　余剰分（不足分） △ 15,149,297
　　　　土地 5,055,365 　他団体出資等分 1
　　　　建物 15,241
　　　　建物減価償却累計額 △ 10,662
　　　　工作物 19,832,789
　　　　工作物減価償却累計額 △ 5,450,454
　　　　その他 -
　　　　その他減価償却累計額 -
　　　　建設仮勘定 71,319
　　　物品 2,093,573
　　　物品減価償却累計額 △ 1,297,965
　　無形固定資産 749,295
　　　ソフトウェア 100,177
　　　その他 649,119
　　投資その他の資産 2,737,071
　　　投資及び出資金 19,135
　　　　有価証券 -
　　　　出資金 14,135
　　　　その他 5,000
　　　投資損失引当金 -
　　　長期延滞債権 38,805
　　　長期貸付金 2,109
　　　基金 2,674,595
　　　　減債基金 -
　　　　その他 2,674,595
　　　その他 5,748
　　　徴収不能引当金 △ 3,321
　流動資産 5,286,159
　　現金預金 1,444,064
　　未収金 294,289
　　短期貸付金 -
　　基金 3,531,704
　　　財政調整基金 3,229,763
　　　減債基金 301,941
　　棚卸資産 16,740
　　その他 2,268
　　徴収不能引当金 △ 2,906
　繰延資産 - 純資産合計 35,427,882

資産合計 52,331,633 負債・純資産合計 52,331,633

連結貸借対照表　　　　



東京都日の出町
連結

自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日
（単位：千円）

金額

経常費用 17,482,650

　業務費用 8,510,487

　　人件費 2,839,314

　　　職員給与費 2,395,268

　　　賞与等引当金繰入額 203,923

　　　退職手当引当金繰入額 56,690

　　　その他 183,432

　　物件費等 5,316,880

　　　物件費 3,708,380

　　　維持補修費 146,999

　　　減価償却費 1,458,159

　　　その他 3,342

　　その他の業務費用 354,292

　　　支払利息 92,927

　　　徴収不能引当金繰入額 3,044

　　　その他 258,322

　移転費用 8,972,164

　　補助金等 7,638,182

　　社会保障給付 1,332,502

　　他会計への繰出金 -

　　その他 1,479

経常収益 3,260,898

　使用料及び手数料 1,805,873

　その他 1,455,025

純経常行政コスト 14,221,752

臨時損失 54,754

　災害復旧事業費 38,785

　資産除売却損 4,162

　投資損失引当金繰入額 -

　損失補償等引当金繰入額 -

　その他 11,807

臨時利益 20,871

　資産売却益 -

　その他 20,871

純行政コスト 14,255,635

連結行政コスト計算書　

科目



東京都日の出町

連結

自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日
（単位：千円）

科 目 合 計
固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

前年度末純資産残高 34,733,948 50,500,655 △ 15,766,708 1

　純行政コスト（△） △ 14,255,635 △ 14,255,635 -

　財源 14,908,480 14,908,480 -

　　税収等 8,148,787 8,148,787 -

　　国県等補助金 6,759,693 6,759,693 -

　本年度差額 652,844 652,844 -

　固定資産等の変動（内部変動）

　　有形固定資産等の増加

　　有形固定資産等の減少

　　貸付金・基金等の増加

　　貸付金・基金等の減少

　資産評価差額 -

　無償所管換等 96,745

　他団体出資等分の増加 0

　他団体出資等分の減少 -

　比例連結割合変更に伴う差額 △ 3,180

　その他 △ 52,475

　本年度純資産変動額 693,934 76,523 617,410 0

本年度末純資産残高 35,427,882 50,577,178 △ 15,149,297 1

連結純資産変動計算書　　



東京都日の出町

連結

自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日
（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
　業務支出 16,200,190
　　業務費用支出 7,228,101
　　　人件費支出 2,931,769
　　　物件費等支出 3,921,269
　　　支払利息支出 107,281
　　　その他の支出 267,782
　　移転費用支出 8,972,089
　　　補助金等支出 7,638,177
　　　社会保障給付支出 1,332,502
　　　他会計への繰出支出 -
　　　その他の支出 1,409
　業務収入 17,380,631
　　税収等収入 8,043,528
　　国県等補助金収入 6,084,032
　　使用料及び手数料収入 1,834,234
　　その他の収入 1,418,837
　臨時支出 50,592
　　災害復旧事業費支出 38,785
　　その他の支出 11,807
　臨時収入 20,871
業務活動収支 1,150,720
【投資活動収支】
　投資活動支出 1,778,795
　　公共施設等整備費支出 1,190,102
　　基金積立金支出 584,693
　　投資及び出資金支出 -
　　貸付金支出 4,000
　　その他の支出 -
　投資活動収入 964,391
　　国県等補助金収入 563,625
　　基金取崩収入 393,047
　　貸付金元金回収収入 4,000
　　資産売却収入 -
　　その他の収入 3,720
投資活動収支 △ 814,403
【財務活動収支】
　財務活動支出 1,265,776
　　地方債償還支出 1,264,944
　　その他の支出 832
　財務活動収入 422,500
　　地方債発行収入 320,590
　　その他の収入 101,910
財務活動収支 △ 843,275

本年度資金収支額 △ 506,958
前年度末資金残高 1,912,840
比例連結割合の変更に伴う差額 25,706
本年度末資金残高 1,431,588
前年度末歳計外現金残高 12,275
本年度歳計外現金増減額 201
本年度末歳計外現金残高 12,476
本年度末現金預金残高 1,444,064

連結資金収支計算書　

科目



注記

1 重要な会計方針

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産 取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの 再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格1円としています。　

イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの 取得原価

取得原価が不明なもの 再調達原価

② 無形固定資産 原則として取得原価

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 出資金

ア 市場価格のないもの 出資金額

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 先入先出法による原価法

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

ア 建物 6年～50年

イ 工作物 5年～75年

ウ 物品 2年～17年

② 無形固定資産 定額法

(5) 引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

② 退職手当引当金

③ 賞与等引当金

　ただし、取得価格が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格1円としていま
す。

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっていま
す。）

貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま
す。

期末自己都合要支給額を計上しています。

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見
込額を計上しています。

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の
見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。



(6)  リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7) 連結資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

(8) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(9) 連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理

2 重要な会計方針の変更等

(1) 会計方針の変更 該当事項ありません。

(2) 表示方法の変更  該当事項ありません。

(3) 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 該当事項ありません。

3 重要な後発事象 該当事項ありません。

4 偶発債務  該当事項ありません。

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを
含んでいます。

（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万
円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連結対象団体
の決算を基礎として連結手続を行っていますが、決算日と連結決算日との間に生じた重要な取
引については連結上必要な調整を行っています。



5 追加情報

(1) 連結対象団体（会計）

連結の方法は次のとおりです。

①

②

③

(2) 出納整理期間

(3) 表示単位未満の取扱い

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア 範囲

イ 内訳

普通財産のうち活用が図られていない公共資産を売却可能資産としています。

事業用資産　　　29,215千円（79,425千円）
土地　　　　　　　 29,215千円（79,425千円）
令和７年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。
上記の（　）内の金額は貸借対照表における簿価を記載しています。

阿伎留病院企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 21.11%

秋川流域斎場組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 19.24%

東京都後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0.18%

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との
間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとし
て調整しています。

東京市町村総合事務組合

東京市町村公平委員会

西秋川衛生組合

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出
納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい
ます。

東京都市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合 みなし連結 -

日の出町土地開発公社 地方三公社 全部連結 -

日の出町サービス総合センター株式会社 第三セクター等 全部連結

一部事務組合・広域連合

区分 連結の方法 比例連結割合団体（会計）名

比例連結 1.75%

一部事務組合・広域連合 比例連結 1.98%

一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象とし
ています。

地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。

第三セクター等は、すべて全部連結の対象としています。

東京都市町村議会議員公務災害補償等組合 2.85%比例連結一部事務組合・広域連合

-

一部事務組合・広域連合 比例連結 15.31%



附属明細書（連結）

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却
累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残
高

（D)－（E)
（Ｈ)

 事業用資産 36,953,061 811,747 79,059 37,685,748 14,435,845 544,277 23,249,903

土地 15,279,454 4,379 - 15,283,833 - - 15,283,833

立木竹 - - - - - - -

建物 19,224,759 543,575 57,911 19,710,423 13,142,827 490,475 6,567,596

工作物 2,419,584 216,959 3,339 2,633,204 1,292,284 53,801 1,340,920

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 927 - - 927 735 - 193

建設仮勘定 28,336 46,834 17,809 57,361 - - 57,361

 インフラ資産 24,747,088 297,331 69,706 24,974,713 5,461,116 832,134 19,513,597

土地 5,054,260 1,106 - 5,055,365 - - 5,055,365

建物 15,241 - - 15,241 10,662 476 4,579

工作物 19,593,488 239,301 - 19,832,789 5,450,454 831,658 14,382,335

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 84,100 56,925 69,706 71,319 - - 71,319

 物品 1,859,246 248,293 13,965 2,093,573 1,297,965 81,748 795,608

63,559,394 1,357,371 162,730 64,754,034 21,194,927 1,458,159 43,559,108

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

区分

合計


